






　活動実施状況や実績等のタイムリーな情報公開は，団体の信用力を高め，今後の継続的な活動
やその更なる発展につながるものであるため，税制優遇の対象となる法人として，必要に応じて
外部人材の協力を得るなどしながら，支援者や利用者の関係者を含め，情報発信の重要性を意識
した運営を期待する。




